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１ 指定相談支援事業所の相談支援専門員は、都道府県が実施する相談支援従事者初任者研修（以下「初任者研修」

という。）を修了した日の属する年度の翌年度を初年度とする同年度以降から５年度以内に本研修を受講しなけれ

ばなりません。 

したがって、令和元年度に初任者研修を修了した方で、令和５年度までに相談支援従事者現任研修（以下「現任

研修」という。）を受講していない方は、今回の現任研修を受講しなければ令和６年度末で「失効」し、相談支援

専門員としての業務ができなくなります。（相談支援専門員として業務に就くためには、再度初任者研修を受講し

なければなりません。） 

 

★現任研修受講年度の考え方 

 （例）令和元年度に初任者研修を修了した場合 

 

 

２ 重度障害者等包括支援事業所のサービス提供責任者については、相談支援専門員であることが要件とされてい

ることから、研修要件については上記１の相談支援専門員と同様です。 

 

３ 令和２年度より、相談支援従事者研修の制度が変更になりました。 

  〇現任研修は、研修カリキュラムが変更となり日数が増え、研修の一部として、地域（従事事業所が所在する 

区市町村）で行う実習が組み込まれました。 

 

 

 

 

 

 

 

〇研修受講要件に、一定の実務経験が必要になります（経過措置あり）。 

    ※「Ⅰ 令和６年度東京都相談支援従事者現任研修の概要 ４ 受講対象者」を御確認ください。 
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Ⅰ 令和６年度東京都相談支援従事者現任研修の概要 

 

１ 目 的 

地域の障害者等の意向に基づく地域生活を実現するために必要な保健、医療、福祉、就労、教育などのサービス

の総合的かつ適切な利用支援等の援助技術を習得すること及び困難事例に対する支援方法について助言を受ける

など、日常の相談支援業務の検証を行うことにより相談支援に従事する者の資質の向上を図ることを目的としま

す。相談支援業務の従事経験があることを前提に、現場での経験を踏まえた演習を行います。 
 

２ 実施方法 

講義：オンデマンド配信 

推薦する事業者又は受講者が用意したパソコン等で、指定されたサイトにアクセスし、講義動画を視聴 

する。サイトURLは、事務局から受講決定者へ事前に送付する。 

演習：①または②のいずれかの形式 

①集合型 

指定された日程・会場に受講者が集まり、実施する。 

➁ Web会議システム（Microsoft Teams）を使用したオンライン形式 

   指定された日程・会議URLで、実施する。 

事前課題・実習：受講者が各自で実施 

     研修２日目まで及び研修２日目と３日目の間に個別に行う。 

     ※別紙１参照。詳細は、受講決定者に対して受講決定通知でお知らせします。 

 

３ 研修日程等 

（１）日程 

【講義】全１日間             

日程 カリキュラム 

１日目 
講義動画配信期間： 

６月３日（月）～１０日（月） 

・障害福祉の動向に関する講義 

・相談支援の基本姿勢及びケアマネジメントの展開に関する講義 

・人材育成の手法に関する講義 

オンデマンド配信により実施します。上記期間内に講義の動画（合計６時間程度）を視聴していただきます。 

 

【演習等】全３日間 

集 合 型 日 程 会 場 カリキュラム 

Ａ 
２日目 ６/２８（金） 東京都社会福祉保健医療研修センター 

（文京区小日向４－１－６） 

・個別相談支援とケ

アマネジメント 

 

・相談援助に求めら

れるチームアプロー

チ（多職種連携） 

 

・地域をつくる相談

支援（コミュニティ

ワーク）の実践 

３・４日目 ７/２６（金）・７/２９（月） 

Ｂ 
２日目 ７/１（月） 

東京都社会福祉保健医療研修センター 
３・４日目 ７/３０（火）・７/３１（水） 

Ｃ 
２日目 ７/２（火） 

東京都社会福祉保健医療研修センター 
３・４日目 ８/１（木）・８/２（金） 

Ｄ 
２日目 ７/３（水） 

東京都社会福祉保健医療研修センター 
３・４日目 ８/２０（火）・８/２１（水） 

Ｅ 
２日目 ７/４（木） 

東京都社会福祉保健医療研修センター 
３・４日目 ８/２２（木）・８/２３（金） 

Ｆ 
２日目 ７/９（火） ルミエール府中市民会館 

（府中市府中町２－２４） ３・４日目 ８/１３（火）・８/１４（水） 

Ｇ 
２日目 ７/１０（水） 

ルミエール府中市民会館 
３・４日目 ８/１５（木）・８/１６（金） 



（２）演習日程ついては、申し込み時にＡ～Ｇ日程で参加可能な日程を複数チェックしてください。受講決定時に決

定した日程をお知らせします。 

（３）オンライン形式でのＨ日程は、Microsoft TeamsによるWeb会議になります。以下に該当する方が申し込みで

きます。 

  ①障害等により研修会場への来場が難しい方 

  ②島しょ等の遠方に居住し、研修会場への来場が難しい方 

③Microsoft TeamsによるWeb会議の接続が可能で機能が使いこなせる方 

ア 会議に接続できない等の不具合が生じた場合は、遅刻及び欠席相当として取り扱いとなります（研修主催

者の責による事由以外）。 

イ Microsoft Teams のインストールや環境等を含む基本的な設定におけるサポート等は研修事務局では行

いません。各事業所、受講者の責により、御準備及び設定をしてください。 

（４）受講決定後から研修２日目までの間に事前課題、研修２日目と３日目の間に実習があります。 

（５）研修時間は、午前９時４５分から午後５時１５分までの予定です。受付は、開始時刻の３０分前から行います。

詳細は、受講決定者に対して受講決定通知でお知らせします。 

（６）重度の障害等により、短期間での連続的な研修受講が困難な場合には、合理的配慮として最長２４か月を上限

とした長期履修が認められる場合があります。希望される場合は、申込み前に研修事務局まで御相談ください。 

 

４ 受講対象者 

以下に該当する方 

（１）東京都内に所在する事業所で従事している、又は従事する予定である。 

（２）相談支援専門員の資格が失効していない。 

資格を継続するためには、初任者研修を受講した翌年度から５年度間毎に1回以上、現任研修を修了している必

要があります。なお、主任研修を修了した場合は、当該期間に修了するべき現任研修を修了したものとみなされ

ます。 

※過去に都道府県が実施する障害者ケアマネジメント研修を修了し、障害者自立支援法に基づき都道府県が

実施した初任者研修において、必要な講義研修（１日研修）を平成２３年度までに受講修了した者は、初任者

研修を修了した者と同等とします。 

（３）指定相談支援事業所等において相談支援業務に従事しており、一定の経験を有している。 

  具体的には、以下のいずれかに該当する者 

①現任研修受講が１回目の場合は、受講開始日前５年間に通算して２年以上の相談支援の実務経験がある。 

②現任研修受講が２回目以降の場合は、受講開始日前５年間に通算して２年以上の相談支援の実務経験がある、 

又は現に相談支援業務に従事している。 

※ただし、令和２年４月１日前５年間において、現任研修、主任研修又は初任者研修を修了した者で、令和２年

４月１日以降に初めての現任研修を受講する場合に限り、上記の実務経験の要件は不要（経過措置）。（令和２年

４月１日以前に受講した現任研修の回数は数えません） 

（４）原則、事業所からの推薦がある。 

（５）指定された自治体において、事前課題及び実習課題に取り組むとともに、演習において相談支援専門員として

の専門性を生かした検討や討論をする能力を有する方。 

  ※現場での経験を踏まえた演習を行いますので、相談支援業務の従事経験がない方は、原則として、再度、初任

者研修を受講いただくようお願いします。（課題については、別紙１参照） 

※他道府県に所在する事業所で従事する方（予定含む。）については、受講対象外です。 

 

５ 募集定員 

６３０名 

 

 

 

オ ン ラ イ ン 形 式 日 程 会 場 カリキュラム 

Ｈ 
２日目 ７/１７（水） 

 
集合型と同じ 

３・４日目 ８/２７（火）・８/２８（水） 



 

Ⅱ 申込みについて 

１ 申込期限 

  令和６年４月２６日（金曜日）午後５時 必着 

※締切後の申込みは一切受け付けられません。必ず、令和６年４月２６日（金曜日）午後４時５９分までに必要項 

目をすべて入力して、申込ボタンを押してください。 
※申込みが完了すると、申込み完了の画面が表示されると同時に、到達通知メールが届きますので、必ず確認し

てください。到達通知メールが来ない場合は、申込みが完了しておりませんので、再度申し込みをしていただく

等の対応をお願いします。 

 

２ 申込みについて 

  東京共同電子申請・届出サービスの申込みフォームに基づき、入力をお願いします。申込み前に必ず東京都心

身障害者福祉センターのホームページに掲載の「電子申請の手順」を読み、手順を確認してください。東京共同電

子申請・届出サービスの使用方法等についての問い合わせは、ヘルプデスクにお問い合わせください。 

過去に受けた研修の修了証書のデータ添付は必須です。添付漏れのないようにお願いします。 

 

（１）受講推薦及び申込書 

 ①事業所長等の推薦をうけてください。 

②推薦する事業所については、公的な委託又は補助によらない相談支援業務を実施している民間団体、基幹相談

支援センターも含みます。 

③入力された氏名及び生年月日により修了証書を作成しますので、誤りがないように入力してください。 

④同一事業所から複数人数申し込む場合は、必ず優先順位を入力してください（複数人同順位は認められませ

ん）。 

（２）初任者研修の修了証書PDF形式等のデータ【必須】 

  ①過去に受講した初任者研修（１日研修を含む。）の修了証書をPDF形式等にとりこんだデータを添付してくだ

さい。（他の道府県で受講したものも含みます。） 

②修了証書等と申込書に記載した姓が異なるときには、ファイル名等で「修了証書は旧姓のもの」等とわかる

ように表示してください。 

   ③添付するデータの名前は「受講希望者名 初任」にしてください。 

（３）現任研修又は主任研修の修了証書のPDF形式等のデータ 

①既に現任研修又は主任研修を受講している場合は、修了証書をPDF形式等に取り込んだデータ（複数回の場

合は全ての写し）を添付してください。（他の道府県で受講したものも含みます。） 

②修了証書等と申込書に記載した姓が異なるときには、ファイル名等で「修了証書は旧姓のもの」等とわかる

ように表示してください。 

③添付するデータの名前は「受講希望者 現任〇回目」にしてください。 

 

３ 注意事項 

  お申込みの際には、以下の点に御注意ください。 

（１）申込みフォームで入力いただいたアドレスに研修の連絡をします。また、実習等のやりとりの際の連絡先と

して、区市町村にも提供いたします。必ず、研修受講者本人が確認できるアドレス、もしくは確実に受講者に

転送対応等できるアドレスを登録してください。登録後はアドレスの変更はできませんので、御了承ください。 

（２）申込みフォームに入力された内容は、受講決定を行う際の重要な情報となりますので、必要事項を漏れのな

いように、かつ、可能な限り詳細に入力してください。 

（３）申込みフォームに入力された内容を基に受講者の選考を行います。内容に不備等がある場合でも、研修事務

局から事業所への内容確認等の連絡は原則行いません。 

（４）申込締切後の内容の変更はお受けできませんので、内容を精査した上で、お申込みください。特に、受講希

望者、演習日程及び実習先区市町村の変更についてお問合せを多くいただきますが、変更はできません。予め

御了承ください。 

（５）必要書類の不足や、選考に必要な項目に入力漏れがある場合は、選考の対象とならないことがありますので



御注意ください。 

（６）入力（記載）された内容等に虚偽の申告が認められた場合には、受講申込みは無効となります。また、以後

の受講申込みは受付できなくなりますので、御注意ください。 

（７）インターネット環境等により、どうしても電子申請による申込みができない場合は、研修事務局にお問い

合わせください。 

 

Ⅲ 受講決定について 

 

１ 受講決定について 

現在従事している事業種別、従事事業所内での優先順位、初任者研修の修了年度等を参考に、受講の可否を決定

します。 

 

２ 審査結果登録通知メールの送付 

審査結果について、東京共同電子申請・届出サービスからメールにより受講申込者宛て通知します（そのメール

には受講可否については記載されていません）。受信したメールの内容を確認の上、東京共同電子申請・届出サー

ビスの申請状況照会より、受講決定通知書等をダウンロードしてください。 

なお、受講決定通知者には添付ファイルがありますので必ずダウンロードして、保存するようお願いいたします。 

※送付予定日をしばらく過ぎても審査結果登録通知メールが届かない場合は、申請した際に画面に表示された

到達番号と問合せ番号をお手元に御準備の上、研修事務局まで御連絡ください。 

（メール送信予定日：令和６年５月２４日（金曜日）） 

 

３ 受講決定者情報の提供について 

この研修は、区市町村を通しての実習が必須です。地域における実習を円滑に行うため、受講決定者の従事事業

所が所在する区市町村及び基幹相談支援センター等の拠点機関に、受講決定者の情報（受講決定者氏名、所属法人

名・事業所名及び事業所電話番号並びに登録メールアドレス）を提供しますので、予め御了承ください。この件に

ついて、御不明点がありましたら、研修事務局にお問い合わせください。 

 

Ⅳ 研修修了について 

１ 研修修了者 

（１）修了の条件等 

①本研修は全日程・全科目を受講しなければ修了となりません。事前課題の実施・提出をしなかった場合、講義

については、研修主催者の責による事由以外で指定された期間内に講義動画の視聴が完了しなかった場合、演

習については、遅刻又は早退等があった場合、実習については、実習課題の実施・提出をしなかった場合は、

修了証書の発行を行いません。 

②受講態度が著しく不良な場合（注１）等についても、修了証書の発行を行わない場合があります。 

 （注１）・他の受講者、研修内容に迷惑となる行為 

・研修に参加するものとして好ましくない行為（携帯電話等の使用、研修に関係ない行為、居眠り、

業務都合による離席、グループワーク等においての消極的な態度等） 

・研修に関するルールを守れない場合 

（２）修了証書の交付 

講義１日間及び演習３日間(演習の間の実習を含む)の４日間のカリキュラムを修了した方には、東京都知事

名の修了証書を交付します。 

（３）修了証書の発送 

修了証書の発送は、研修全日程終了後の令和６年１０月中旬を予定しています。各日程終了後ではありません

ので、御注意ください。 

 

２ 研修修了者情報の提供について 

  東京都内における相談支援の基盤整備の充実に資するため、修了者の従事事業所（予定含む。）が所在する区市



町村に、修了者の情報（修了者氏名、所属法人名・事業所名）を提供します。 

 

Ⅴ その他 

 

１ 参加費 

  参加費は無料です。ただし、講義動画の視聴環境の確保及び通信にかかる費用等については、各所属の負担とし

ます。 

オンライン形式で演習に参加する場合は、MicrosoftTeams に参加できる電子機器（インターネットに接続でき

るパソコン等）の確保、また、集合型日程で演習に参加する場合は、研修会場までの旅費等の負担についても、推

薦する事業者又は受講者が行ってください。オンラインでの研修受講時には、１人１台の PC、ウェブカメラ、マ

イクを御準備ください。 

資料はダウンロードしていただきます。御自身で印刷して手元に御用意してください。 

 

２ 個人情報の取扱い 

受講者推薦及び申込書に記載された個人情報については、個人情報の保護に関する法律に基づき、適正な管理を

行い、当該研修事業の実施業務及び同修了者名簿の管理業務以外で利用することはありません。 

 

３ 研修受講に際しての注意事項 

（１）演習当日、感染症に罹患している場合や普段と比べて明らかに体調がよくない場合については、演習を受講

できません。受講中に体調が悪化した場合には早退していただきますので、予め御了承ください。（研修修了と

はなりません。） 

（２）受講中はマスクの着用にご協力ください。 

（３）ゴミは各自で持ち帰っていただきます。ゴミ袋を御持参ください。 

 

４ 研修の変更及び中止について 

 （１）天災等不可抗力により開催が困難と判断した場合は、研修を変更・中止することがあります。変更や 

中止になる場合は、東京共同電子申請・届出サービスの東京都相談支援従事者研修に関するお知らせ 

（随時更新）のページをご確認ください。 

https://www.shinsei.elg-front.jp/tokyo2/uketsuke/form.do?id=1682042686461&opMode 

 

５ 各種問合せ先 

  ○東京都相談支援従事者現任研修に関すること 

担当部署 電話番号 

研修事務局 

東京都心身障害者福祉センター 地域支援課 地域支援担当 

０３－３２３５－２９５３ 

        ２９５４ 

※研修に関する問合せについての受付時間は、月曜日～金曜日（祝祭日を除く。） 午前９時から午後５時までです。 

 

  ○事業者指定に関すること（実務経験の要件の確認含む） 

事業内容 担当部署 電話番号 

指定一般相談支援事業 

指定重度障害者等包括支援事業 

公益財団法人 東京都福祉保健財団 

事業者支援部 障害福祉事業者指定室 
０３－６３０２－０２５７ 

指定特定相談支援事業 
事業所の所在地の区市町村 ― 

指定障害児相談支援事業 

 


